




























































































































































(2007年) 191頁, 同「子どもの養育費の算定基準, 養育保証はいかにあ
るべきか」久留米大学法学64号 (2010年) １頁。
(４) 前掲注(２)・286頁には「養育費の算定は, 義務者・権利者双方の実
際の収入金額を基礎として行う」とあるが, 右辺に出てくるのは義務者
の基礎収入のみである。
(５) 前掲注(２)・288頁以下。
(６) この点に関しては同所では「養育費は両親が収入に応じて分担すべき
であるから」とあり, 説明に矛盾はない。
(７) 前掲注(２)・292頁。
(８) 前掲注(２)・285頁。
(９) 参考・ドイツ民法1360条「配偶者は互いに, 労働と財産によって家族
を適切に扶養する義務を負う。もし一方の配偶者に家事遂行がゆだねら
れているならば, その者は労働により家族の扶養に寄与する義務を, 通
養育費算定式に関する疑問 101
常は家事の遂行によって履行する｡｣, およびシュバープ (鈴木禄弥訳)
『ドイツ家族法』(創文社, 1986年) 82頁以下。
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